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人材育成ニーズに関するアンケート調査 

 

（１）調査方法 

   インターネットによるアンケート調査（令和３年 3 月 14 日～25 日までの期間で実施） 

 

（２）調査対象 

   長野県SDGs推進企業 登録企業 653者（令和３年（2021年）3月時点） 

工科短期大学校・南信工科短期大学校 支援企業 282社（令和３年（2021年）3月時点） 

   技術専門校 修了生就職先等関係企業 79社（令和３年（2021年）3月時点） 

    

（３）回答社（者）数 140 

 

（４）回答先企業の内訳 

 

業種                  非製造業の内訳 

     

 

 

          従業員数                   所在地 

 
 

 

製造業, 
52.6%

非製造

業, 
49.6%

建設業 33.8%

情報通信業 17.6%

卸売業、小売業 8.8%

サービス業（他に分類されないもの） 7.4%

電気・ガス・熱供給・水道業 7.4%

学術研究、専門・技術サービス業 4.4%

運輸業・郵便業 2.9%

金融業、保険業 4.4%

その他 13.2%

4人以下
2.4%

5～9人
6.3%

10～29人
25.2%

30～49人
11.8%50～99人

16.5%

100～299

人 28.3%

300人以上
17.3% ⾧野地域,

28.5%

上伊那地

域, 19.7%上田地域, 
14.6%

南信州地

域, 9.5%

松本地域
9.5%

諏訪地域
8.8%

佐久地域
6.6%

北アルプス地域, 1.5%
木曽地域, 

0.7%
北信地域, 

0.7%
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【県内企業が人材育成で感じている問題】 

（１）採用後の人材育成で感じている問題（複数回答） 

「指導する人材が不足している（62.9%）」が最も多く、次いで「社内に統一されたマニュアルが

ない（42.9%）」、「人材育成にかける時間がない（38.6%）」と続いている。 

 
 

（２）業界の発展にとって、今後特に対応が必要と考える能力開発（複数回答） 

「課題解決スキル（60.0%）」が最も多く、次いで「コミュニケーションスキル（49.3%）」「職種

に特有の実践的スキル（42.9%）」と続いている。 

 
 

 

【デジタル技術の進展への対応】 

（１）デジタル技術を導入している場面について（複数回答） 

「会計管理（62.1%）」が最も多く、次いで「開発・設計（57.1%）」、「生産・施工管理

（55.0%）」と続いている。「人事・労務管理」「総務・文書管理」まで 45%以上あり、多くの場

面でデジタル技術の導入が進められている。

 

6.4%

4.3%

6.4%

8.6%

10.7%

20.0%

38.6%

42.9%

62.9%

その他

社外研修の情報が入手できない

人材育成に使える場所や設備がない

問題に感じていることはない

人材育成に費用がかかりすぎる

人材育成をしても、すぐにやめてしまう

人材育成にかける時間がない

社内に統一されたマニュアルがない

指導する人材が不足している

13.6%

15.0%

17.9%

27.9%

40.0%

40.0%

42.9%

49.3%

60.0%

定型的な事務・業務を効率的にこなすスキル

営業・接客スキル

基礎的なITスキル

専門的なITスキル

マネジメントスキル

チームワークスキル

職種に特有の実践的スキル

コミュニケーションスキル

課題解決スキル

1.4%
2.9%

6.4%
9.3%

34.3%
34.3%

35.7%
40.0%

45.0%
49.3%

55.0%
57.1%

62.1%

その他
導入していない
店舗・施設管理

店舗・施設での決済
販売（営業）支援

顧客対応
在庫管理

社内コミュニケーション
総務・文書管理
人事・労務管理
生産・施工管理

開発・設計
会計管理
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（２）デジタル技術を導入した目的（複数回答） 

生産性の向上（85.7%）が最も多い。 

 

 

（３）今後、新たに導入を考えているデジタル技術（複数回答） 

 

 

（４）デジタル技術の活用を担う人材の確保 

 

4.3%

2.9%

17.9%

26.4%

31.4%

35.7%

37.1%

85.7%

その他

導入していない

優秀な人材の確保

新商品・サービスの開発

多様な働き方の実現

競争力の強化

顧客満足度の向上

生産性の向上

5.7%

2.9%

5.0%

5.0%

5.0%

10.0%

10.7%

15.0%

17.9%

18.6%

19.3%

その他

キャッシュレス決済

ビジネスチャット

導入するつもりはない

3Dプリンター

ロボット（ドローンを含む）

ウェブ会議システム

IoT、ビッグデータ

RPA（オフィス業務のロボット自動化）

クラウドサービス

AI（人工知能）

自社の既存従業員

をOJT（職場での仕

事を通じた教育訓

練）で育成する, 
51.1%

自社の既存従業員

をOFF-JT（社外研

修等、職場を離れ

た教育訓練）で育

成する, 27.8%

外部から新たに専

門人材を採用す

る, 12.8%

デジタル技術の活用は外

注するので社内で確保す

る必要はない, 5.3%

出向・派遣等により外部人材

を受け入れる, 1.5% その他, 1.5%
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（５）ＯＦＦ－ＪＴを実施する際に活用したい機関（複数回答） 

 

 

 

【従業員の自律的なキャリア形成への支援】 

（１）従業員が自律的なキャリア形成に取り組めるよう支援していますか。 

 

 

（２）実施又は検討している支援について（複数回答） 

 

0.7%

7.9%

9.3%

14.3%

15.7%

19.3%

その他

公設試験研究機関（工業技術総合センター等）

大学・専門学校等

業界団体・商工団体

公共職業能力開発施設（工科短大、技専校、ポリテク

センター等）

人材育成・研修サービス企業

支援している, 
59.1%

支援の必要性を感じ

ているが、支援の実

施に向けた準備はし

ていない, 21.2%

支援の実施に向け

て準備を進めてい

る, 16.8%

わからない, 2.9%

0.7%

1.4%

15.0%

32.1%

40.7%

47.1%

79.3%

その他

支援を実施するつもりはない

従業員の学びを支援する休暇・休業制度や勤務時間

制度の整備

従業員同士が学びあうプラットフォーム（社内勉強

会等）の提供・整備

従業員の学ぶ姿勢を適正に評価し、処遇へ反映する

仕組みの整備

研修プログラムやキャリアコンサルティング等に関

する有益な情報の提供

社外研修や通信教育の受講料補助、資格試験の受験

料補助といった経済的支援
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（３）支援について問題に感じていること（複数回答） 

 

 

（４）従業員のキャリア形成に関して、行政に期待する支援（複数回答） 

 

 

【従業員を対象とするキャリアコンサルティングの取組状況】 

（１）従業員にキャリアコンサルティングを実施している目的（複数回答） 

 

2.1%

12.1%

13.6%

27.1%

43.6%

46.4%

その他

支援にかかるコストを捻出することが難しい

問題に感じていることはない

支援に対する従業員からの要望（ニーズ）がない

研修の受講や自己啓発に取り組む時間の確保が難しい

支援の仕組みづくりを担う中核的な人員がいない

1.4%

4.3%

29.3%

40.7%

44.3%

50.0%

67.9%

その他

特に期待することはない

土日祝日や夜間の開講等、社会人の受講に配慮した

教育訓練（講座、研修）の充実

就職や資格取得等に役立つ教育訓練（講座、研修）の

充実

社内研修等で活用できる教材の提供

教育訓練（講座、研修）や助成金等の支援制度に

関する情報の提供

教育訓練（講座、研修）の受講費用等への助成

といった経済的支援

0.7%

1.4%

5.7%

17.1%

17.9%

30.0%

33.6%

41.4%

その他

メンタルヘルス上の理由による⾧期休業等の予防や職

場復帰支援のため

新入社員等の職場定着を促進するため

社内教育制度をより効果的に運用するため

従業員の希望等を踏まえ、的確な人事管理を行うため

従業員の自律的なキャリア形成を支援するため

従業員の仕事に対する意識を高め、職場の活性化を図

るため

キャリアコンサルティングを実施していない
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（２）キャリアコンサルティングについて問題に感じていること（複数回答） 

 

 

 

【ウィズコロナ、アフターコロナの働き方】 

（１）コロナ禍をきっかけとして、新たに実施した（又は検討している）取組（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.4%

2.9%

15.7%

20.0%

24.3%

32.1%

38.6%

その他

キャリアコンサルティングを外注しておりコストがか

かる

相談を受ける者（キャリアコンサルタント等）が多忙

で、時間を確保できない

キャリアコンサルティングを実施しても、その効果が

見えにくい

従業員が多忙で、相談をする時間を確保できない

相談を受ける者（キャリアコンサルタント等）を社内

で育成することが難しい

従業員から相談したいという要望（ニーズ）が少ない

2.1%

0.7%

5.7%

10.0%

12.9%

14.3%

23.6%

36.4%

47.9%

その他

ジョブ型雇用の導入

副業・兼業の解禁

企業内又はグループ内で社員の配置転換・職種転換

フレックスタイム制度の導入

特に実施するつもりはない

多能工（マルチタスク人材）の育成強化

時間外労働の縮減

在宅勤務・リモートワークの導入
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【技能継承及び技能尊重機運の醸成】 

（１）技能継承への対応として実施している（又は検討している）取組（複数回答） 

 

 

（２）技能が尊重される社会を実現するために必要と考える取組（複数回答） 

 

0.7%

4.3%

6.4%

28.6%

40.7%

47.9%

49.3%

その他

特に実施するつもりはない

不足する技能を補うために、契約社員や派遣社員を活

用する

退職予定者の伝承すべき技能・ノウハウ等をデータベー

ス化、マニュアル化する

中途採用や新規学卒者の採用を強化する

技能継承のための教育訓練を行い、若手や中堅層に技

能・ノウハウ等を伝承する

退職者の中から必要な者を選抜して雇用延⾧や再雇用を

行い、指導者として活用する

1.4%

3.6%

11.4%

15.7%

22.9%

33.6%

53.6%

57.9%

その他

特に必要な取り組みはない

技能大会等を通じて技能の向上を図る

卓越した技能者を表彰・顕彰し、広く社会一般にＰＲ

する

高校生が熟練技能者から技術を習得する機会を増やす

小中学生が地域の企業や産業を知る（体験する）機会

を増やす

技能評価制度（技能検定等）の活用により技能の「見

える化」を進める

技能が適切に評価され、処遇に反映される仕組みを整

備する


